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近年の地方創生の動向

2014年５月 日本創生会議よりいわゆる「増田レポート公表」
⇒日本において東京一極集中の流れに歯止めがかからず推移した場合、若年
（20～39歳）女性人口が2040年に５割以上減少する市町村は全国1,799のう
ち896にのぼり、「多くの地域は将来消滅するおそれがある」との試算

2014年11～12月
まち・ひと・しごと創生法施行
まち・ひと・しごと創生長期ビジョン及びまち・ひと・しごと創生総合戦略
（期間：2015年度～2019年度）を決定

2019年12月 まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年度改訂版）及び第２期まち
・ひと・しごと創生総合戦略（期間：2020年度～2024年度）を決定
➡新型コロナウイルス感染症の拡大

2020年12月 第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略（2020改訂版）を決定

2021年11月 デジタル田園都市国家構想の検討開始

2022年６月 デジタル田園都市国家構想基本方針を決定

2022年12月 デジタル田園都市国家構想総合戦略を決定
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デジタル田園都市国家構想総合戦略の全体像
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国のデジタル田園都市国家構想総合戦略における基本的な考え方

● テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変化してい
る中、今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこでも誰もが便利で
快適に暮らせる社会」を目指す。

● 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方に住み働きながら、都会に匹敵する情報
やサービスを利用できるようにすることで、地方の社会課題を成長の原動力とし、地方から全国へ
とボトムアップの成長につなげていく。

● デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあり、デジタル実装
に向けた各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国家構想交付金の活用等により、各地域
の優良事例の横展開を加速化。

● これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成果や知見に基づき、改
善を加えながら推進していくことが重要。

〈総合戦略のポイント〉

（ 国 ）まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、2023年度から2027年度までの５箇年の
新たな総合戦略を策定。デジタル田園都市国家構想基本方針で定めた取組の方向性に沿って
各府省庁の施策の充実・具体化を図るとともにＫＰＩとロードマップ（工程表）を位置付け

（地方）国は令和４年12月23日付け通知で、国の総合戦略を勘案し、各地方公共団体において、デジ
タル田園都市国家構想の実現に向け、地方版総合戦略の策定・改訂に努めるよう技術的助言
を行った。また、「地方版総合戦略の策定・効果検証のための手引き」を改訂し、地域それ
ぞれが抱える社会課題等を踏まえ、地域の個性や魅力をいかした地域ビジョンの再構築と、
施策間連携の強化やデジタルを活用した地域間連携の重要性に関する記載を追加している。 3



国のデジタル田園都市国家構想総合戦略の施策の方向

①地方に仕事をつくる
②人の流れをつくる
③結婚・出産・子育ての希望をかなえる
④魅力的な地域をつくる

「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す

地方デジタル実装の下支え

①構想を支えるソフト・ハードのデジタル基盤整備
②デジタル人材の育成・確保
③誰一人取り残されないための取組

デジタル実装の前提となる取組を国が強力に推進

デジタルの力を活用した地方の社会課題解決
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東近江市の総合計画・総合戦略の改定予定

計画 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８

総合
計画

基本
構想

基本
計画

実施
計画

第２次 H29～R７ ９年

毎年更新 ３年

後期 R４～R７ ４年後期 H29～R３ ５年

３年

３年

３年

デジタル
田園都市

国家構想総
合戦略

まち・ひと・
しごと創生
総合戦略

（国）総合戦略
・アクションプラン

（県）総合戦略
R２～R６

（市）第２期総合戦略
R２～R６

（国）総合戦略
・アクションプラン

（県）総合戦略

H２７～R１

（市）第１期総合戦略

H２７～R１
（市）次期総合
戦略 R７～

（市）デジ田総合戦略
・アクションプラン R５～Ｒ９

（県）次期総合
戦略 （未定）

第３次

前期

見直し

見直し

見直し
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国の総合戦略を踏まえた市総合戦略の改定・策定の進め方

現戦略をベースに一部改定 次期総合戦略（令和７年度～）策定

令和５年度（本年度） 令和６年度

●４つの基本目標をベースに、
次年度実施予定の主な取組等の
追加

●新型コロナウイルス感染症及
びＤＸに関する記載の変更

●現在推進しているデジタル関
連施策に関する記載の追加

●４つの基本目標にデジタル活
用の視点を取り入れた抜本的な
改訂による策定

●次期人口ビジョンの策定

●地域ビジョン（地域が目指す
べき理想像）の記載の検討

●ＤＸ推進計画を勘案しながら
、本市の地方創生におけるデジ
タル活用の方向性について記載
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令和５年度の市総合戦略の改定内容について①

〇地方創生の動き
⇒新型コロナウイルス感染症の拡大以降の地方創生の流れについて

追記（１ページ）

〇デジタルの力を活用した地方創生
⇒「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた地方創生」から変

更し、デジタル技術の活用の方向性を記載（３ページ）

〇総合戦略の実施に向けて
⇒【推進体制】、【ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推

進】では、ＤＸ推進部局との連携とＤＸ委員会について追記
⇒【多様な人材の活躍】でＤＸの推進に当たってデジタル分野に精通
する有識者等の参画について記載（３～４ページ）

第１章 東近江市まち・ひと・しごと創生の
基本的な考え方
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令和５年度の市総合戦略の改定内容について②

〇４ 誰もが安心して暮らせる豊かな東近江市の創生
⇒(7) 行政ＤＸの推進 の項目の追加

ＤＸ推進計画に記載されている「行政の手続のオンライン化」、

「マイナンバーの利活用」、「ＧＩＳ及び地理空間情報の活用」
、「市民目線のデジタル技術を活用」、「デジタルによる業務手
法の改革」に係る事業を記載（４３ページ）

〇全体
⇒デジタル活用に係る事業の記載の追加

⇒次年度実施予定の主な取組等の追加

第３章 基本目標の実現に向けた具体的
な取組
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メモ
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